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議 案 第　　　　号

（総　　　則）

第 １ 条 平 成 ２８ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 業 務 の 予 定 量 ）

第 ２ 条 業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。

⑴

⑵

⑶

⑷

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ３ 条 収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

９１，０４３

３１２，６３３

４０３，６７６ 千円

千円

千円

千円

収　　　　　　　　　　　入

施 設 改 良 事 業 ２３９，６９０

９１，００７ 千円

平 成 ２８ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算

給 水 戸 数

１ 日 平 均 給 水 量

年 間 総 給 水 量 千㎥

㎥

戸

４，７１３

５，９４２

１，７２０

主 要 な 建 設 改 良 事 業

第 １ 款

第 １ 項

第 ２ 項

水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

受 託 事 業



（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ４ 条

（ 債 務 負 担 行 為 ）

第 ５ 条 債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

事　　　　　　　項 期　　　　　間 限　度　額

水 道 メ ー タ ー 検 針 等 事 務 委 託 平成２８年度 ～ 平成３０年度 １０,６７４ 千円

第 １ 項 国 庫 補 助 金 ２，６３０

第 ２ 項 加 入 金 ３，２４０

支　　　　　　　　　　　出

千円

４３６，５３３

千円

第 １ 項 営 業 費 用 千円

水 道 事 業 費 用第 １ 款 ４４６，０５５

３００ 千円

工 事 負 担 金 ９１，００７

勘定留保資金２２２，１１０千円で補塡するものとする。）。

第 ２ 項 営 業 外 費 用 ９，２２２

資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し

不足する額２４６ ，６ ３１ 千円 は当 年度 分消 費税 及び 地方 消費 税資 本的 収支 調整 額２ ４，５２ １千 円、過年 度分 損益

第 ３ 項 特 別 損 失

資 本 的 支 出 ３５４，６００

千円

千円

第 ４ 項

収　　　　　　　　　　　入

第 １ 款 資 本 的 収 入 １０７，９６９ 千円

１９，９１８ 千円

千円

第 ３ 項

第 １ 項 建 設 改 良 費 ３３４，６８２ 千円

支　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 千円

他 会 計 負 担 金 １１，０９２ 千円

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金



（ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）
第 ６ 条

⑴

⑵

⑶

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）

第 ７ 条

⑴

（ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）

第 ８ 条

（ た な 卸 資 産 購 入 限 度 額 ）

第 ９ 条

特 別 損 失

予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

河　南　町　長　　　　武　　田　　勝　　玄

次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ

以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。

平 成 ２ ８ 年 ３ 月 日 提 出

た な 卸 資 産 の 購 入 限 度 額 は 、 ５ ， １ ８ ９ 千 円 と 定 め る 。

千 円４９，３０６職 員 給 与 費

営 業 助 成 の た め の 補 助 金 と し て 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は ２ ， ７ ７ ５ 千

円 で あ る 。



1月18日

予　 算　 に　 関　 す　 る　 説　 明　 書



消費税及び地方消費税還付金

減価償却費等に見合う長期前受金の収益化

⒍ ３,６３３

⒌
消 費 税 及 び 地 方
消 費 税 還 付 金 １２,０００

４０３,６７６

２,７７５

４,９６８

１,８７５

２８７,１７２

その他雑収入

６５,７９２

営 業 外 収 益

⒊

雑 収 益

一般会計からの補助金

簡易水道事業債利子償還に係る繰入金

水道料金

受託工事による収入

下水道使用料徴収事務受託料等

預金利息

そ の 他 営 業 収 益

１,１９０

２４,２７１

９１,０４３

受 託 工 事 収 益

⒉ 他 会 計 補 助 金

⒈

⒊

受 取 利 息及 び 配 当金

款

⒋ 長 期 前 受 金 戻 入

水 道 事 業 収 益

⒉

他 会 計 負 担 金

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

平 成 ２８ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

⒈ 営 業 収 益 ３１２,６３３

⒈

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

⒉

項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

⒈ 給 水 収 益



⒈ 過 年 度 損 益 修 正 損

３００

事業活動の全般に関連する費用並びに料金の調定、集

固定資産の除却費

雑 支 出 １００⒉

資 産 減 耗 費 １,８１０

企 業 債 取 扱 諸 費

過年度分の水道料金還付等

支 払 利 息 及 び ９,１２２ 企業債等に対する利息

３００

⒍

⒈ 営 業 費 用

固定資産の減価償却費

金及び検針等に要する費用

１３８,９０３

総 係 費

配水・給水の維持管理に要する費用６７,６４２

⒊ 特 別 損 失

９,２２２

４３６,５３３

⒌

⒈

⒉ 営 業 外 費 用

受 託 工 事 費

⒎

款 項

１,１００

４７,２０８

１７９,６７０

４４６,０５５⒈ 水 道 事 業 費 用

予　　定　　額

（ 単 位 ： 千 円 ）

維持管理及び企業団水道受水等に要する費用

修繕等の受託工事に要する費用⒊

そ の 他 営 業 費 用

目

⒋

⒉ 配 水 及 び 給 水 費

⒈ 原 水 及 び 浄 水 費

支 出

２００ 材料売却原価

減 価 償 却 費

備　　　　　　　　　　　考



加 入 金

国庫補助金

３,２４０

１１,０９２

⒊

⒈ 国 庫 補 助 金 ２,６３０

⒈ 国 庫 補 助 金 ２,６３０

⒋ 工 事 負 担 金 ９１,００７

⒈ 工 事 負 担 金 ９１,００７ 配水管移設等負担金

３,２４０

３,５８９

９１,００７ 配水管の移設工事に要する費用

（ 単 位 ： 千 円 ）

３３４,６８２

３９６

１１,０９２ 簡易水道事業債元金償還に係る繰入金

企 業 債 償 還 金 １９,９１８

⒋ リ ー ス 債 務 支 払 額

量水器購入に要する費用

企業債元金の償還金

加入金

リース資産に係る元本支払額

⒈

⒈ 施 設 改 良 費 ２３９,６９０ 配水施設改良等に要する費用

目 備　　　　　　　　　　　考

⒈

項

⒉ 企 業 債 償 還 金 １９,９１８

⒉ 受 託 事 業 費

建 設 改 良 費

量 水 器 購 入 費

⒈

⒈ 資 本 的 支 出 ３５４,６００

⒊ 他 会 計 負 担 金

⒈ 他 会 計 負 担 金

予　　定　　額

支 出

款

⒉ 加 入 金

款 項

１０７,９６９

目 予　　定　　額

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

⒈ 資 本 的 収 入

備　　　　　　　　　　　考

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出



２,６３０

支払利息
△ １,８７５

９,１２２

小　計 １９,７８２
７５

△

△

△

△

△

△

２２２,１８７
８８４,９３５
６６２,７４８

△

△

△

６６,２２５
１３８,９０３

２,６８７
３２５

６５,７９２

１,８１０
８,０４８
２,１７４

８,９６６
９３

１２,５３５

２８３,５２５

１,８７５
９,１２２

３,０００
１０,８４６
５２,６４０

２１４,４０９

１９,９１８
３９５

２０,３１３

3

財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

△

未払金の増減額（△は減少）

2

他会計負担金による収入
加入金による収入

有形固定資産の取得による支出
投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額
利息の支払額

国庫補助金による収入

△

資金期末残高
資金期首残高
資金増加額

業務活動によるキャッシュ・フロー

たな卸資産の増減額（△は増加）

投資活動によるキャッシュ・フロー
工事負担金による収入

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

受取利息及び受取配当金

（ 平 成 2 8 年 4 月 1 日 か ら 平 成 2 9 年 3 月 3 1 日 ま で ）

平 成 ２８ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

1 業務活動によるキャッシュ・フロー
当期純利益又は当期純損失（△）

（ 単 位 ： 千 円 ）

法定福利費引当金の増減額（△は減少） ５３

減価償却費

未収金の増減額（△は増加）
固定資産除却費

修繕引当金の増減額（△は減少）
退職給付引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額



手当の内訳

区     分

本 年 度

前 年 度

比     較

⒈ 総 括

本

度

区　　　　　　　分

△ 354

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員

比
　
較

365

平 成 ２８ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

996

1,350

1,450 936 9,668

1,085 1,288 324 0407 9,644

△ 352 0 0△ 44 24

500

600

324 0363 2,687

1,587 3,479

20 △ 792

1,607

△ 100

51,637

0 6.0 0 24,133 0 18,531 42,664 6,643

0

△ 1,567 △ 763

19,764 44,231 7,4060 6.0 0 24,467

0 0 0

△ 2,3300 0 0 △ 334 0 △ 1,233

0 △ 1,2330 △ 334

0 00 0

0 0 △ 2,330

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合             計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合             計 △ 1,567 △ 763

合　　計

（ 千 円 ）

0 0

49,307

職 員 数 （ 人 ）

一 般 職特 別 職

法定福利費

（ 千 円 ）

給　　　　　与　　　　　費　　（　千　円　）

報  酬 給  料 賃  金 手  当 計

0 0 0 0

地域手当扶養手当

0 0

0 0

0

度 合             計 0 6.0 0 24,133 0 18,531 42,664

0

6,643 49,307

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 6.0 0 24,467 0

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0 0

44,231 7,406 51,63719,764

管理職手当
期末勤勉
手       当

通勤手当
特殊勤務
手　　　当

住居手当

（ 単 位 ： 千 円 ）

退職給付費
時間外勤務
手          当

児童手当



（２６年度）
（２７年度）　給料の改定率 ０ ． ４ ％

　期末勤勉手当 ２ ７ 年 ４ 月
　地域手当 ２ ８ 年 ４ 月

４％→６％
４．１月→４．２月

実施時期

給与改定の状況４８３千円
　地域手当率
　期末勤勉手当

2. 昇給に伴う
増減分

3. その他の増
減分

給与改定に
伴う増減分

伴う増減分
期末勤勉手当

地域手当

３５７千円

人 人

手　　　　当

１

８４０千円

△２,０７３千円2. その他の増

０

計

人
人
人

現に在職す その他

△ １
５

６

△　１，２３３千円

本年度

職する職員数×１２月

比　 較

２９８千円

△８２千円 新陳代謝等に伴う増減分

０ ． ５ ６ ％

職員の異動状況

る職員数

人
前年度

４
人 人

人
６１

(2) 現給保障額その他調整
額等に係る増減分

区　　　　分 説　　　　　　　明増　減　額

平均昇給間差額×現に在

給　　　　料 △　３３４千円 △３８６千円 （２７年度当初予算の「現員」
に係る給料計上額－退職し

1.

増 減 事 由 別 内 訳 備　　　　　　　　　　　　　考

平均昇給率１３４千円

1. 制度改定に

△３８０千円

　実施時期

(1)

２

⒉

△ ２ ． ０ ％

２ ７ 年 ４ 月

減分

た者に係る計上分）×給料
改定率

給与改定の状況
　給料の改定率

給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細



一 般 行 政 職

３９１，６８１円

４７歳２月
４０１，８１１円
３３９，９５０円
４６歳１０月

３３５，１６７円

１

１００．０６

１６．７１

０
１ １６．７

構 成 比 （ ％ ）

１６．７
３３．２
１６．7

６ 級

級 職 員 数 （ 人 ）

２
１

一 般 行 政 職
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職区　　分

初 任 給

平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在

⑶ 級 別 職 員 数

⑵

５ 級

１４４，６００円
１７６，７００円大   学   卒

高   校   卒
１８３，３００円
１５４，３００円

区　　　　　　　　　　　分

給 料 及 び 手 当 の 状 況

⑴ 職 員 １ 人 当 た り 給 与

⒊

平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １日 現在
平 均 年 齢
平 均 給 与 月 額
平 均 給 料 月 額

平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １日 現在

１ 級

４ 級
３ 級
２ 級

計
７ 級

区　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

０

平 成 ２ ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在

１ 級 ０

３ 級 ２
４ 級 ０

計 ６

２ 級

１００．０
７ 級 ０

平 均 年 齢
平 均 給 与 月 額

１

３３．３
１

平 均 給 料 月 額

１６．７
５ 級 ２ ３３．３

１６．７

６ 級



区 分

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

７ 級

部長、理事
又はこれに
相当する職
務

４ ９ ． ５ ９４ ９ ． ５ ９３ ４ ． ５ ８ ２ ５２ ５ ． ５ ５ ６ ２ ５

前 年 度

備 考
３５年勤続の者２５年勤続の者 そ の 他 の最高限度

⑸

区 分
支 給 期 別 支 給 率

１ ２ 月 （ 月 分 ）

本 年 度

（ 月 分 ）
２０年勤続の者

一般会 計の制度

２ ． ０ ２ ５

（ 月 分 ）

４ 級

係長又はこ
れに相当す
る職務

・退職手当の調整額
・定年前早期退職

６ 月 （ 月 分 ）

定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（ 月 分 ） 加算措置等（ 月 分 ）

支 給 率 等

同

課長、副理
事又はこれ
に相当する
職務

６ 級

⑷ 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

５ 級区 分

定型的な業
務を行う職
務

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う
職務

主任、主査
又はこれに
相当する職
務

課長補佐又
はこれに相
当する職務

職制上の段階、職務の級等による加算措置

４ ． ２ ０ ０

有

有

有

支 給 率 計

（ 月 分 ）

（級別の基準的な職務内容）

一 般 行 政 職

１ 級 ２ 級 ３ 級

２ ． １ ７ ５

課長補佐又
はこれに相
当する職務

同同 同同

４ ． １ ０ ０

４ ． ２ ０ ０

１ ． ９ ７ ５

２ ． ０ ２ ５

２ ． １ ７ ５

２ ． １ ２ ５



支 給 対 象 職 員 数 ６ 人

６ ％一 般 会 計 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

特 殊 勤 務 手 当⑺

⑹ 地 域 手 当

支 給 対 象 地 域 全 地 域

支 給 率 ６ ％

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

０ ％支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

０ ％給 料 総 額 に 対 す る 比 率

全 職 種区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

無

区　　　　　　　　　分 一 般 会 計 と の 制 度 の 異 同 差 異 の 内 容

扶　　養　　手　　当 同

そ の 他 の 手 当

住　　居　　手　　当 同

無

⑻

通　　勤　　手　　当 同 無

無



営 業 収 益
水 道 メ ー タ ー 検 針
等 事 務 委 託

１０,６７４１０,６７４

期　　　間 金　　　額

平 成 ２ ８ 年 度

～

平 成 ３ ０ 年 度

（ 単 位 ： 千 円 ）

平 成 ２８ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

事　　　　　項 限 　度 　額 左の財源内訳
金　　　額期　　　間



1. 営　業　収　益
（１） ２７４,７３７
（２） １,１０９
（３） １８,２４８ ２９４,０９４

2. 営　業　費　用
（１） １５６,１２８
（２） ６０,５４４
（３） １,０１８
（４） ３９,３０６
（５） １２４,３９３
（６） １９７,０３３
（７） ９１ ５７８,５１３

営　業　損　失

3. 営　業　外　収　益
（１） ３,０３４
（２） ６,５８８
（３） ５,２１４
（４） １０３,８０９
（５） ４,４９３ １２３,１３８

4. 営　業　外　費　用
（１） ９,５６３
（２） ３,９９９ １３,５６２

経　常　損　失

5. 特　別　利　益
（１） ２４
（２） ０ ２４

6. 特　別　損　失
（１） ２７８
（２） ０ ２７８ △

当年度純損失
前年度繰越利益剰余金
その他未処分利益剰余金変動額

そ の 他 特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 損

２９７,５４０

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 損 失 ２５４

１７５,０９７

支払利息及び企業債取扱諸費

受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金

雑 収 益
長 期 前 受 金 戻 入

雑 支 出 １０９,５７６

１７４,８４３

資 産 減 耗 費

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 費 用

２８４,４１９

受 託 工 事 費
総 係 費
減 価 償 却 費

原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費

０

平 成 ２７ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書
（ 平 成 2 7 年 4 月 1 日 か ら 平 成 2 8 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）

給 水 収 益
受 託 工 事 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益



当年度未処分利益剰余金 １２２,４４３



1.
（１）

イ ２６１,３０５
ロ ２９５,２１３

△ ８５,４４３ ２０９,７７０
ハ ４,５８０,３８１

△ １,６８０,４９０ ２,８９９,８９１
ニ ６７１,８１１

△ ３６４,８８０ ３０６,９３１
ホ １,８２０

△ １,６３８ １８２
ヘ ６６７

△ ６００ ６７
ト １７,５８７

△ １５,５０４ ２,０８３
チ ７,９６０

△ ７１６ ７,２４４
３,６８７,４７３

３,６８７,４７３
2.

（１） ８８４,９３５
（２） １４５,９５３

△ ８３２ １４５,１２１
（３） ３６５

１,０３０,４２１
４,７１７,８９４

未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
有 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金

減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
そ の 他 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具

土 地
建 物

平 成 ２７ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 平 成 2 8 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（ 単 位 ： 千 円 ）
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産



3.
（１）

イ ４１２,５３４

（２） ０
（３）

イ １８,５１４
ロ ４７,５７３

６６,０８７
４７８,６２１

4.
（１）

イ １９,９１８

（２） ３９５
（３） １８,１６４
（４） ３,２７７
（５）

イ ３,０３８
ロ ５５３

３,５９１
（６） １,９０３

４７,２４８
5.

（１）
イ ３２９,０６０

△ １９９,７６６ １２９,２９４
ロ １２,７６５

△ ２５２ １２,５１３
ハ １３,３３１

△ １１,５２２ １,８０９
ニ １１６,４１８

△ ９８,４８５ １７,９３３

他 会 計 負 担 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額
収 益 化 累 計 額

府 補 助 金
収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

引 当 金
賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務
未 払 金
前 受 金

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務



ホ ０
△ ０ ０

ヘ ３５７,０２５
△ １６０,３０３ １９６,７２２

ト １,６１６,０７０
△ ５０３,９９４ １,１１２,０７６

チ ４６,９１７
△ ３０,４０５ １６,５１２

１,４８６,８５９
２,０１２,７２８

6.
（１）

イ ８,３５８
ロ １,３５２,４６０
ハ ７６５,３６１

２,１２６,１７９
7.

（１）
イ １１７,５６７
ロ ３,００９
ハ １５１
ニ １,５００
ホ １,８０４
ヘ １,２４２

１２５,２７３
（２）

イ ５１,２７１
ロ ３０,０００
ハ ２５０,０００
ニ １２２,４４３

４５３,７１４
５７８,９８７

２,７０５,１６６
４,７１７,８９４

剰 余 金 合 計
資 本 合 計

府 補 助 金

寄 附 金

工 事 負 担 金

繰 入 資 本 金

加 入 金

他 会 計 負 担 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金
当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

収 益 化 累 計 額

組 入 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金
資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

寄 附 金
収 益 化 累 計 額

引 継 資 本 金

加 入 金
収 益 化 累 計 額
工 事 負 担 金
収 益 化 累 計 額
水 道 施 設 負 担 金



重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
その他有形固定資産

リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年度末における退職

手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額は４７，４８２千円で
ある。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。

②

⑶
①

②

③

④

５ 年
１０ 年

３ ～ ４０ 年
４ ～ ２０ 年

①

６ ～ ６５ 年
１０ ～ ６０ 年

平　成　２７　年　度　注　記　表

1

⑴
①

⑵



消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は２２８，２２６千円である。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
未経過リース料相当額

賃貸借処理を行なっている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年以内
１年超

計
その他の注記

修繕引当金に関する経過措置
平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

みなし償却制度の廃止に伴う経過措置
みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について
・ 平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理

している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金
等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良
したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。

１５,５４８ 千円

⑵
①

３,３２４ 千円
１２,２２４ 千円

4
⑴

①
⑵

①

3
⑴

①

⑷
①

2
⑴

①



1.
（１）

イ ２６１,３０５
ロ ２９５,２１３

△ ８７,７２２ ２０７,４９１
ハ ４,８１６,５８４

△ １,７８６,２４４ ３,０３０,３４０
ニ ７４５,０９３

△ ３９４,９９７ ３５０,０９６
ホ １,８２０

△ １,６３８ １８２
ヘ ６６７

△ ６００ ６７
ト ２,７７７

△ ２,５００ ２７７
チ ７,９６０

△ １,４３３ ６,５２７
３,８５６,２８５

３,８５６,２８５
2.

（１） ６６２,７４８
（２） １７６,５１８

△ ５０７ １７６,０１１
（３） ２９０

８３９,０４９
４,６９５,３３４

リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額

平 成 ２８ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 平 成 2 9 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

現 金 預 金

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
構 築 物

建 物

未 収 金

貯 蔵 品
流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

土 地

（ 単 位 ： 千 円 ）

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

資 産 合 計



3.
（１）

イ ３９２,１８０

（２）
イ ２１,２０１
ロ ３８,６０７

５９,８０８
４５１,９８８

4.
（１）

イ ２０,３５４

（２） ０
（３） ４６,３３８
（４） ３,２７７
（５）

イ ３,１３１
ロ ６０６

３,７３７
（６） １,９０３

７５,６０９
5.

（１）
イ ３２９,０６０

△ ２０５,４７９ １２３,５８１
ロ １５,３９５

△ ８３６ １４,５５９
ハ １３,３３１

△ １１,５５１ １,７８０
ニ １２７,５１０

△ １１０,３３８ １７,１７２

引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

繰 延 収 益

リ ー ス 債 務

収 益 化 累 計 額

固 定 負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

長 期 前 受 金

前 受 金

固 定 負 債

引 当 金 合 計

修 繕 引 当 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額
他 会 計 負 担 金

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

退 職 給 付 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

府 補 助 金



ホ ３６０,０２１
△ １６８,８６１ １９１,１６０

ヘ １,７０７,０７７
△ ５４２,５２５ １,１６４,５５２

ト ４６,９１７
△ ３０,９２５ １５,９９２

１,５２８,７９６
２,０５６,３９３

6.
（１）

イ ８,３５８
ロ １,３５２,４６０
ハ ７６５,３６１

２,１２６,１７９
7.

（１）
イ １１７,５６７
ロ ３,００９
ハ １５１
ニ １,５００
ホ １,８０４
ヘ １,２４２

１２５,２７３
（２）

イ ５１,２７１
ロ ３０,０００
ハ ２５０,０００
ニ ５６,２１８

３８７,４８９
５１２,７６２

２,６３８,９４１
４,６９５,３３４

繰 延 収 益 合 計

加 入 金
収 益 化 累 計 額
工 事 負 担 金
収 益 化 累 計 額
水 道 施 設 負 担 金

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

引 継 資 本 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

工 事 負 担 金

繰 入 資 本 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

府 補 助 金

寄 附 金

組 入 資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額
資 本 剰 余 金

他 会 計 負 担 金

加 入 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
利 益 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金



重要な会計方針に係る事項
資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法
・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
その他有形固定資産

リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年度末における退職

手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額は４５，７６１千円で
ある。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。

６５

年

①

６

平　成　２８　年　度　注　記　表

1
⑴

①

⑵

～

年

年
１０ ～ ６０ 年
３ ～ ４０

～

①

２０ 年

１０ 年

③

４
５

②

④

②

⑶



消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は２１７，２９１千円である。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
未経過リース料相当額

賃貸借処理を行なっている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年以内
１年超

計
その他の注記

修繕引当金に関する経過措置
平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金５００千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金３，０３８千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金５５３
千円を使用する。

３,３２４ 千円
千円
千円

８,９００
１２,２２４

4

2
⑴

①

3

⑵
①

⑷
①

⑴

⑴
①

①

⑵

⑶

⑷

①

①

①



1月18日

予　 算　 参　 考　 資　 料



予　定　額
（千円）

1．水 道 事 業 収 益 ４０３,６７６

1．営 業 収 益 ３１２,６３３

1．給 水 収 益 ２８７,１７２

水 道 料 金 ２８７,１７２

2．受 託 工 事 収 益 １,１９０

給 水 工 事 収 益 １,１９０

3．そ の 他 営 業 収 益 ２４,２７１

材 料 売 却 収 益 ３２４

手 数 料 ４９３

他 会 計 負 担 金 ２,８８８

工 事 負 担 金 ８,２７８

雑 収 益 １２,２８８

受託工事事務費 ８,２７８,０００ 円

円

消火栓修繕負担金 ２,７６７,０００ 円

上下水道管理システム負担金 １２１,０００ 円

臨時用

修繕工事

貯蔵材料売却収入

㎥

1,613,481

1,000 円

円

２,０００,０００

1,612,481 ㎥ 円一般用 ２８５,１７２,０００

平 成 ２８ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

収　　益　　的　　収　　入

計 ㎥

円

２８７,１７２,０００

１,１９０,０００

３２４,０００ 円

給水装置工事事業者指定手数料

設計審査等手数料 ２８０,０００ 円

１２,０００ 円

円

　　　　 計 ４９３,０００

その他手数料 １,０００

給水開始・休止手数料 ２００,０００ 円

円

　　　　 計 ２,８８８,０００

下水道使用料徴収事務受託料 １２,２８８,０００ 円



予　定　額
（千円）

2. 営 業 外 収 益 ９１,０４３

1．受取利息及び配当金 １,８７５

預 金 利 息 １,８７５

2．他 会 計 補 助 金 ２,７７５

他 会 計 補 助 金 ２,７７５

3．他 会 計 負 担 金 ４,９６８

他 会 計 負 担 金 ４,９６８

4．長期前受金戻入 ６５,７９２

長期前受金戻入 ６５,７９２

5．消費税及び地方 １２,０００

消 費 税 還 付 金
消費税及び地方 １２,０００

消 費 税 還 付 金

消費税及び地方消費税還付金

１２,０００,０００ 円

第１次拡張事業における先行投資施設に対する補助

減価償却分 ２,７７５,０００ 円

定期預金利息 １,８７５,０００ 円

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

１１,８５４,０００ 円

統合簡易水道事業債における利子償還に対する繰入金

４,９６８,０００ 円

受贈財産評価額 ５,７１４,０００ 円

加入金 ８,５５９,０００ 円

工事負担金 ３８,５３０,０００ 円

水道施設負担金 ５２２,０００ 円

　　　計 ６５,７９２,０００ 円

国庫補助金 ５８４,０００ 円

寄付金 ０ 円

府補助金 ２９,０００ 円

他会計負担金



予　定　額
（千円）

6. 雑 収 益 ３,６３３

不用品売却収益 １

そ の 他 雑 収 益 ３,６３２

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

　　　計 ３,６３２,０００

加入金

円

３,２４０,０００ 円

円

その他雑収益 ３９２,０００

不用品売却収益 １,０００ 円



予　定　額
（千円）

1．水 道 事 業 費 用 ４４６,０５５

1．営 業 費 用 ４３６,５３３

1．原 水 及 び 浄 水 費 １７９,６７０

給 料 ４,２１１

手 当 １,５１７

賞与引当金繰入額 ５２８

法 定 福 利 費 ９５１

法 定 福 利 費 １０３

引 当 金 繰 入 額

旅 費 ４

被 服 費 ３

備 消 品 費 ２７５

円

円

　　　計 ２７５,０００

０

円

その他消耗品 円

合羽等

０ 円

円

共済組合負担金

円

賞与引当金 ５２８,０００

扶養手当

円

円

円

期末手当

電気・機械用

円

１,５１７,０００

通勤手当

２５３,０００地域手当

７１２,０００

水質検査用器具及び薬品

４,０００

　　　計

目

９５１,０００ 円

円

円

時間外勤務手当

収　　益　　的　　支　　出

職員　１．０人 ４,２１１,０００ 円

款

２４,０００

節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明項

１０２,０００

勤勉手当 ４２６,０００

普通旅費

法定福利費引当金 １０３,０００ 円

０

３,０００

２７５,０００

円



予　定　額
（千円）

燃 料 費 １１５

光 熱 水 費 ８

通 信 運 搬 費 １９５

委 託 料 １０,６３８

貸 借 料 ４

修 繕 費 ２,０００

動 力 費 ３,０１２

薬 品 費 ０

材 料 費 １００

受 水 費 １５６,００６

施設維持補修材料 １００,０００

　　　計

次亜塩素酸ナトリウム

円

円１５６,００６,０００

円

０ 円

ポリ塩化アルミニウム

企業団水道受水（1,926,000㎥）

取水井・浄水場電力使用料

原水・浄水設備機器等

円

４,０００

０

円

特殊健康診断

浄水場ごみ処理 円

浄水場設備機械保守点検 円

通信線添架料

浄水場内草刈 １７６,０００

施設機械化警備 円

０

円

２,０００,０００

１０,６３８,０００

円

３,０１２,０００

円

１５,０００

１９,０００

８,０００ 円

１９５,０００

円

０

円

浄水場管理

公用車ガソリン

テレメータ料金

電話料金

高圧受電設備保守点検 ０

７,５１５,０００

浄水場管理用

電気計装設備保守点検

円

　　　計

円

円

円

１１５,０００

円

０

３２１,０００

円

１９５,０００

２,５９２,０００

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

　　　計



予　定　額
（千円）

2. 配 水 及 び 給 水 費 ６７,６４２

給 料 ８,３０３

手 当 ４,８６６

賞与引当金繰入額 １,０７８

法 定 福 利 費 ２,２２４

法 定 福 利 費 ２０９

引 当 金 繰 入 額

旅 費 ５７

被 服 費 ８

備 消 品 費 ４６８

燃 料 費 ８９

印 刷 製 本 費 ８

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

８９,０００公用車ガソリン

写真現像等 円

３６０,０００

円

円

４９９,０００

８４６,０００

期末手当

扶養手当

職員　２人

通勤手当

管理職手当

勤勉手当

地域手当

児童手当

時間外勤務手当

４６８,０００

賞与引当金

　　　計

１,０７８,０００

８,０００

円

２６０,０００

円

円

８,３０３,０００

円

５７,０００

円

円

円

円

１,４３７,０００

円

７９８,０００

円

円

２,２２４,０００

円

円

４４,０００

共済組合負担金

消耗品

１２０,０００

８,０００

法定福利費引当金

普通旅費

　　　計

４,８６６,０００

５４６,０００

円

２０９,０００

軍手、長靴等

特別旅費

１３,０００

円

円



予　定　額
（千円）

通 信 運 搬 費 １,５４３

委 託 料 １０,９１１

修 繕 費 １２,５３２

路 面 復 旧 費 １,０００

動 力 費 ２１,７００

薬 品 費 ７４９

材 料 費 １,０００

補 償 金 １００

負 担 金 ７９７

3. 受 託 工 事 費 １,１００

修 繕 費 １,０００

材 料 費 １００

９６,０００ 円

１,４４７,０００

円

円

１,５４３,０００

円

円

円

１,０００,０００

水道施設用地草刈

円緊急資材共同備蓄

配水池清掃 １,３２８,０００

電気設備保安業務 ７５４,０００

１０８,０００

１００,０００

１,０００,０００

１００,０００

水道メーター取替

電話料金

３,００７,０００

円

テレメータ料金

配水ポンプ保守点検

円

　　　計

２０２,０００

１,０３０,０００

施設機械化警備

６,０００,０００ 円

４,４８２,０００

配・給水管突発漏水

　　　計

円

１０,９１１,０００ 円

配・給水管等修理用 円

１,０００,０００

円

配・給水管等材料

円配水施設電力使用料

６,５３２,０００その他修理 円

円

円

配・給水管修繕跡

１２,５３２,０００

２１,７００,０００

　　　計

補償金

款 項

河南水質管理ステーション負担金

目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

円配・給水管等修理

７４９,０００ 円次亜塩素酸ナトリウム

７９７,０００ 円



予　定　額
（千円）

4．総 係 費 ４７,２０８

給 料 １１,６１９

手 当 ６,３２９

賞与引当金繰入額 １,５２５

報 酬 ２,０９３

退 職 給 付 費 ２,６８７

法 定 福 利 費 ２,９０２

法 定 福 利 費 ２９４

引 当 金 繰 入 額

旅 費 １４８

　　　計

退職給付引当金

嘱託職員　健康保険等

共済組合負担金

特別旅費

節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円嘱託職員

円

３２４,０００

円

賞与引当金 １,５２５,０００

円

款 項 目

時間外勤務手当

地域手当

職員　３人

通勤手当 円

７０６,０００

２,８６２,０００

４５０,０００

２,０９３,０００

２１９,０００

１１,６１９,０００

法定福利費引当金

円

２,６８７,０００

５７,０００

５７６,０００

児童手当

円

円

円

扶養手当

円

勤勉手当

１,９７１,０００

６９８,０００

期末手当

住居手当

管理職手当

円

円

４０,０００

円２,９０２,０００

２９４,０００

円

円

円

２４０,０００

円

円

円

円

６,３２９,０００

１,１４５,０００

３６,０００

　　　計

普通旅費



予　定　額
（千円）

被 服 費 ５

備 消 品 費 ３５７

燃 料 費 ５８

印 刷 製 本 費 ７０２

通 信 運 搬 費 ５７９

委 託 料 １０,６９３

手 数 料 ４０６

１４８,０００

嘱託職員　交通費

目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

円

長靴等

　　　計

　　　計

図書等

　　　計

文具消耗品等

コンビニ収納代行

３３,０００

５,０００

円５５,０００

円

５８,０００

円２５７,０００

　　　計

１００,０００

１８５,０００

決算書

メーター点検等事務

電算帳票類

３５７,０００

円

円

公用車ガソリン

４８４,０００ 円

事務用

円

円

円

　　　計 ５７９,０００ 円

５２１,０００ 円

９４２,０００

諸用紙

公営企業会計システム更新 ４,３０８,０００ 円

電子計算機保守

３,５５８,０００ 円

徴収用

５８,０００ 円

円

１０,６９３,０００ 円

１８５,０００

７０２,０００ 円

２２１,０００

公営企業会計対応 １,８８５,０００

円

０ 円

口座振替事務取扱 円

　　　計 ４０６,０００ 円

公用車廃車手数料

款 項



予　定　額
（千円）

賃 借 料 ４,５８７

修 繕 費 １５０

研 修 費 ５５

負 担 金 ６７６

保 険 料 １,１６８

貸倒引当金繰入額 １７５

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

道路通行料 ３３,０００

１,１６８,０００

口座振替伝送サービス負担金 １９４,０００

２３,０００河南水道協議会会費

水道賠償責任保険

　　　計

円

円

事務用備品等 ５０,０００

２,０６８,０００ 円

円

円

公用車法定検査等 １００,０００ 円

　　　計

円

貸倒引当金 円

技能講習

円　　　計

円

自動車損害賠償責任保険

５５,０００

電算機借上料

１３,０００

日本水道協会会費

機械設備補償保険

６７６,０００

　　　計 ４,５８７,０００

２,４８６,０００

公用車借上料

庁舎維持負担金

１２４,０００

円

円

１５０,０００ 円

円

円

３４５,０００

円

１１４,０００

円

１０１,０００

円

公用車任意保険 円

０

１８５,０００

０

円

建物共済保険

委託検針員賠償責任保険

１７５,０００

委託検針員傷害補償保険

円

円

７４５,０００



予　定　額
（千円）

5. 減 価 償 却 費 １３８,９０３

有 形 固 定 資 産 １３８,９０３

減 価 償 却 費

6. 資 産 減 耗 費 １,８１０

固定資産除却費 １,８１０

7. そ の 他 営 業 費 用 ２００

材 料 売 却 原 価 ２００

2. 営 業 外 費 用 ９,２２２

1. 支 払 利 息 及 び ９,１２２

企 業 債 取 扱 諸 費 支 払 利 息 ２

企 業 債 利 息 ９,１２０

2. 雑 支 出 １００

そ の 他 雑 支 出 １００

3. 特 別 損 失 ３００

1. 過年度損益修正損 ３００

過年度損益修正損 ３００ 円

現債額に対する利息

３００,０００

円

円その他営業外の雑支出

円

円

リース資産

１,８１０,０００

円０

０

７１６,０００

円

車両運搬具

売却材料の取得原価

リース資産に係る利息

有形固定資産除却費

２,０００

円

　　　計 １３８,９０３,０００

機械及び装置

構築物 １０５,７５２,０００

３０,１５５,０００

その他有形固定資産

過年度水道料金の還付等

円

建物 ２,２８０,０００

２００,０００

円

円

円

９,１２０,０００

１００,０００

目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

円

款 項



予　定　額
（千円）

1．資 本 的 収 入 １０７,９６９

1．国 庫 補 助 金 ２,６３０

1．国 庫 補 助 金 ２,６３０

国 庫 補 助 金 ２,６３０

2．加 入 金 ３,２４０

1．加 入 金 ３,２４０

加 入 金 ３,２４０

3．他 会 計 負 担 金 １１,０９２

1．他 会 計 負 担 金 １１,０９２

他 会 計 負 担 金 １１,０９２

4．工 事 負 担 金 ９１,００７

1．工 事 負 担 金 ９１,００７

工 事 負 担 金 ９１,００７

円

簡易水道事業債元金償還に係る繰入金 １１,０９２,０００ 円

配水管移設等負担金 ９１,００７,０００ 円

加入金 ３,２４０,０００ 円

２,６３０,０００

資　　本　　的　　収　　入

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

国庫補助金



予　定　額
（千円）

1．資 本 的 支 出 ３５４,６００

1．建 設 改 良 費 ３３４,６８２

1．施 設 改 良 費 ２３９,６９０

委 託 料 １２７,６０２

工 事 請 負 費 １１２,０８８

2．受 託 事 業 費 ９１,００７

委 託 料 １,０８０

工 事 請 負 費 ８９,９２７

3．量 水 器 購 入 費 ３,５８９

量 水 器 購 入 費 ３,５８９

4. リース債務支払額 ３９６

リース債務支払額 ３９６

2．企 業 債 償 還 金 １９,９１８

1．企 業 債 償 還 金 １９,９１８

企 業 債 償 還 金 １９,９１８

款 項 目

大阪広域水道企業団業務委託 １２６,５２２,０００ 円

資　　本　　的　　支　　出

現債額に対する償還元金 １９,９１８,０００ 円

測量設計 １,０８０,０００ 円

量水器

説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

配水管移設 ８９,９２７,０００ 円

１,０８０,０００

配水施設

円

節

３,５８９,０００ 円

１１２,０８８,０００ 円

測量設計

　　　計 １２７,６０２,０００ 円

３９６,０００リース資産に係る元本支払額

円


